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伊勢市事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一
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伊勢市訓令第５号

伊勢市事務決裁規程の一部を改正する訓令

伊勢市事務決裁規程（平成17年伊勢市訓令第３号）の一部を次のように

改正する。

第８条を次のように改める。

（代決）

第８条 代決は、次の表の左欄の決裁権者の区分に応じ、同表の右欄に定

める第１順位にある者が行う。この場合において、第１順位にある者が

不在のときは第２順位にある者が、第２順位にある者が不在のときは第

３順位にある者が、これを行うものとする。

決裁権者
代決を行う者及び順位

第１順位 第２順位 第３順位

市長 主管の副市長 他の副市長 主管の部長等又

は部理事等

副市長 他の副市長 主管の部長等又

は部理事等。た

だし、部長等又

は部理事等の服

務（出張命令、

休暇承認等をい

う。以下同じ。）

に関する事項に

ついては、総務

部長（総務部長

の服務に関する

事項については
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附 則

この訓令は、令和２年４月２日から施行する。

、市長が決裁す

る。）

部長等又

は部理事

等

次長等。次長を

置かない部及び

副支所長を置か

ない総合支所に

あっては、主管

の課長

次長等 主管の課長

課長 課長補佐。課長

補佐を置かない

課にあっては、

主管の係長等

出先機関

の長

当該出先機関の

長があらかじめ

指定した者
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市立伊勢総合病院事務決裁規程等の一部を改正する規程を次のように

定める。

令和２年４月１日

伊勢市病院事業管理者 佐 々 木 昭 人
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伊勢市病院事業管理規程第10号

市立伊勢総合病院事務決裁規程等の一部を改正する規程

（市立伊勢総合病院事務決裁規程の一部改正）

第１条 市立伊勢総合病院事務決裁規程（平成17年伊勢市病院事業管理規

程第４号）の一部を次のように改正する。

別表の５(2)の表15の部(2)の項中「、賃金」を削る。

（伊勢市病院企業職員の職名等に関する規程の一部改正）

第２条 伊勢市病院企業職員の職名等に関する規程（平成17年伊勢市病院

事業管理規定第１号）の一部を次のように改正する。

第１条中「臨時又は非常勤の職員」を「非常勤の職員」に改める。

（伊勢市病院企業職員就業規程の一部改正）

第３条 伊勢市病院企業職員就業規程（平成17年伊勢市病院事業管理規程

第７号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「（臨時の職員を除く。）」を削る。

（伊勢市病院企業職員の給与に関する規程の一部改正）

第４条 伊勢市病院企業職員の給与に関する規程（平成17年伊勢市病院事

業管理規程第16号）の一部を次のように改正する。

第２条中「（臨時の職員を除く。）」を削る。

第17条の見出しを「（非常勤の職員の給与）」に改める。

（伊勢市病院事業会計規程の一部改正）

第５条 伊勢市病院事業会計規程（平成17年伊勢市病院事業管理規程第11

号）の一部を次のように改正する。

第36条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第10号まで

を１号ずつ繰り上げる。

別表の２の表病院事業費用の部医業費用の款給与費の項中
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健診費用の款給与費の項中

に改める。

別表の５の表流動負債の部未払費用の項中「未払賃金、未払賃借料」を

「未払賃借料」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。

（適用区分）

医師、顧

する報酬

賃金 臨時職員等の賃金

報酬 臨時又は非常勤の医師、顧問、

嘱託員等に対する報酬

報酬 パートタイム会計年度任用職

員（地方公務員法（昭和25年法

律第261号）第22条の２第１項

第１号に掲げる職員をいう。

以下同じ。）等に対する報酬

賃金 臨時職員等の賃金

報酬 臨時又は非常勤の

問、嘱託員等に対

報酬 パートタイム会計年度任用

職員等に対する報酬

「

」

を

」

に改め、同部

「

」

を

「

」

「
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２ 第５条の規定による改正後の伊勢市病院事業会計規程別表の規定は、

令和２年度の事業年度から適用する。
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市立伊勢総合病院臨時職員等の身分取扱いに関する規程の全部を改正す

る規程を次のように定める。

令和２年４月１日

伊勢市病院事業管理者 佐 々 木 昭 人
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伊勢市病院事業管理規程第11号

市立伊勢総合病院非常勤職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に

関する規程

市立伊勢総合病院臨時職員等の身分取扱いに関する規程（平成17年伊勢

市病院事業管理規程第９号）の全部を次のように改正する。

（趣旨）

第１条 この規程は、伊勢市病院企業職員就業規程（平成17年伊勢市病院

事業管理規程第７号）第２条第２項の規定に基づき、市立伊勢総合病院

に勤務する非常勤の職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）の給与、

勤務時間その他の勤務条件に関し、必要な事項を定めるものとする。

（病院企業会計年度任用職員の職種名）

第２条 市立伊勢総合病院に勤務する地方公務員法第22条の２に規定する

会計年度任用職員（以下「病院企業会計年度任用職員」という。）の職

種名は、次に掲げるとおりとする。

(1) 医師

(2) 歯科医師

(3) 薬剤師

(4) 管理栄養士

(5) 診療放射線技師

(6) 臨床検査技師

(7) 臨床工学技士

(8) 理学療法士

(9) 作業療法士

(10) 言語聴覚士

(11) 視能訓練士
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(12) 歯科衛生士

(13) 歯科技工士

(14) 看護師

(15) 准看護師

(16) 事務補助員

(17) 事務支援員

(18) 医師事務作業補助員

(19) 防犯相談員

(20) 業務補助員

(21) 介助員

(22) 介護福祉士

(23) 看護補助者

（給料表）

第３条 給料表の種類は、次のとおりとする。

(1) 病院企業会計年度任用職員一般職給料表（別表第１）

(2) 病院企業会計年度任用職員技能労務職給料表（別表第２）

（病院企業会計年度任用職員となった者の職務の級及び号給の基準）

第４条 病院企業会計年度任用職員となった者の職務の級及び号給は、別

表第３（以下「職種別基準表」という。）に定めるもののほか、伊勢市

会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年伊勢市条例第17号）

の適用を受ける職員の例による。

（パートタイム病院企業会計年度任用職員となった者の給料の額）

第５条 パートタイム病院企業会計年度任用職員（病院企業会計年度任用

職員のうち法第22条の２第１項第１号に掲げる者をいう。以下同じ。）

の給料月額は、前２条の規定による給料月額（以下「基準月額」という。）

に、当該パートタイム病院企業会計年度任用職員について定められた１
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週間当たりの勤務時間を38.75で除して得た数を乗じて得た額（１円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

２ パートタイム病院企業会計年度任用職員の給料日額は、基準月額を20

で除して得た額に、当該パートタイム病院企業会計年度任用職員につい

て定められた１日当たりの勤務時間を7.75で除して得た数を乗じて得た

額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

３ パートタイム病院企業会計年度任用職員の給料時間額は、基準月額を

155で除して得た額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額）とする。

（特殊勤務手当）

第６条 病院企業会計年度任用職員の特殊勤務手当の種類は、次のとおり

とする。

(1) 放射線取扱手当

(2) 分娩業務手当

(3) 解剖業務手当

(4) 死体処理手当

(5) 解剖死体搬送手当

(6) 夜間看護手当

(7) 待機手当

(8) 変則勤務手当

(9) 危険業務従事手当

２ 夜間看護手当の支給を受ける病院企業会計年度任用職員は、看護師、

准看護師、介護福祉士及び看護補助者とし、支給額については、病院企

業職員で常時勤務を要するもの（以下「常勤職員」という。）の例によ

る。

３ 第１項（第６号を除く。）の特殊勤務手当の支給を受ける病院企業会
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計年度任用職員の範囲及び支給額については、常勤職員の例による。

（年次有給休暇）

第７条 任用の日から起算して６箇月間継続勤務し全労働日の８割以上出

勤した病院企業会計年度任用職員に対して、10 日の年次有給休暇を与え

る。

２ 前項の規定にかかわらず、１年６箇月以上継続勤務した病院企業会計

年度任用職員に対しては、任用の日（継続勤務に係る期間の最初の任用

の日をいう。）から起算して６箇月を超えて継続勤務する日（以下「６

箇月経過日」という。）から起算した継続勤務年数１年ごとに、前項の

日数に、次の表の左欄に掲げる６箇月経過日から起算した継続勤務年数

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる日数を加えた日数とする。

３ 労働基準法（昭和22年法律第49号）第39条第３項第１号及び第２号に

掲げる労働者のいずれかに該当する病院企業会計年度任用職員の年次有

給休暇の日数については、同項の規定の例による。

（病気休暇）

第８条 病院企業会計年度任用職員の病気休暇は、病院企業会計年度任用

職員となった時（引き続き病院企業会計年度任用職員となった場合を除

く。次条において同じ。）から６月を経過するまでの間は、無給とする。

（特別休暇）

６箇月経過日から起算した継続勤務年数 日数

１年 １日

２年 ２日

３年 ４日

４年 ６日

５年 ８日

６年以上 10 日
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第９条 伊勢市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（令和

２年伊勢市規則第 19 号）第 15 条第１項第６号から第９号まで、第 12

号、第 13 号及び第 19 号から第 21 号までに規定する特別休暇は、病院企

業会計年度任用職員となった時から６月を経過するまでの間は、無給と

する。

（給与、勤務時間その他の勤務条件に関するその他の事項）

第 10 条 この規程に定めるもののほか、病院企業会計年度任用職員の給与、

勤務時間その他の勤務条件については、伊勢市会計年度任用職員の給与

等に関する条例の適用を受ける職員の例による。

（病院企業会計年度任用職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の特例）

第11条 第３条から前条までの規定にかかわらず、職務の特殊性等を考慮

しこれらの規定により難い職として病院事業管理者が特に必要と認める

病院企業会計年度任用職員の給与、勤務時間その他の勤務条件について

は、常勤職員との権衡及びその職務の特殊性等を考慮し、別に定めるこ

とができる。

（特別職非常勤職員の給与、旅費等）

第12条 地方公務員法第３条第３項第２号及び第３号に規定する非常勤の

職員の給与、旅費等については、次の各号に定めるところによる。

(1) 給与の種類は、報酬とし、その額及び支給方法等については、伊勢

市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平

成17年伊勢市条例第36号）の規定の例による。

(2) 旅費については、伊勢市病院企業職員等の旅費に関する規程（平成

17年伊勢市病院事業管理規程第17号）の定めるところによる。

(3) 前２号に定めるもののほか必要な事項は、伊勢市特別職の職員で非

常勤のものの例による。

（補則）
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第13条 この規程の施行に関し必要な事項は、病院事業管理者が別に定め

る。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 病院企業会計年度任用職員が、この規程の施行の日（以下「施行日」

という。）の前日において、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正

する法律（平成29年法律第29号）による改正前の地方公務員法（昭和25

年法律第261号。以下「改正前の法」という。）第22条第５項に規定する

臨時的任用により採用された職員として、次の表の左欄に掲げる職種に

従事し、施行日において、同表の中欄に掲げる病院企業会計年度任用職

員として任用された場合にあっては、施行日における当該病院企業会計

年度任用職員の職務の級及び号給は、同表の右欄に定めるとおりとする。

この場合において、次の表の級号給の欄に定める号給が、職種別基準表

の上限号給の欄に定める号給を超えるときは、次の表の級号給の欄に定

める号給を当該病院企業会計年度任用職員の号給の上限とする。

(1) 施行後に病院企業会計年度任用職員一般職給料表の適用を受ける

職員

施行日前日の職種 病院企業会計年度任用職

員の職種

級号給

嘱託事務員 事務支援員 １級15号給

医師事務作業補助員であっ

て、施行日前日の賃金月額

が162,000円であるもの

医師事務作業補助員（２

種）

１級15号給
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医師事務作業補助員であっ

て、施行日前日の賃金月額

が175,000円であるもの

医師事務作業補助員（１

種）

１級23号給

医師事務作業補助員であっ

て、施行日前日の賃金月額

が186,670円であるもの

医師事務作業補助員（１

種）

１級28号給

医師事務作業補助員であっ

て、施行日前日の賃金月額

が210,000円であるもの

医師事務作業補助員（１

種）

１級44号給

嘱託事務員であって、施行

日 前 日 の 賃 金 月 額 が

200,000円であるもの

防犯相談員 １級37号給

診療放射線技師又は臨床検

査技師であって、施行日前

日の賃金日額が10,610円又

は賃金時間額が1,369円で

あるもの

診療放射線技師又は臨床

検査技師

１級46号給

管理栄養士であって、施行

日 前 日 の 賃 金 月 額 が

222,600円であるもの

管理栄養士 １級56号給

管理栄養士又は臨床検査技

師であって、施行日前日の

賃金月額が225,600円であ

るもの

管理栄養士又は臨床検査

技師

１級60号給
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歯科技工士であって、施行

日 前 日 の 賃 金 時 間 額 が

1,305円であるもの

歯科技工士 １級38号給

歯科衛生士であって、施行

日前日の賃金日額が10,610

円であるもの

歯科衛生士 １級46号給

歯科衛生士であって、施行

日 前 日 の 賃 金 月 額 が

225,600円であるもの

歯科衛生士 １級60号給

看護師であって、施行日前

日の賃金日額が11,110円又

は賃金時間額が1,434円で

あるもの

看護師（３種） １級55号給

看護師であって、施行日前

日の賃金時間額が1,535円

であるもの

看護師（２種） １級77号給

看護師であって、施行日前

日の賃金月額が260,000円

であるもの

看護師（１種） ２級45号給

准看護師であって、施行日

前日の賃金日額が10,110円

又は賃金時間額が1,305円

であるもの

准看護師（３種） １級38号給

准看護師であって、施行日

前日の賃金日額が11,000円

准看護師（２種） １級53号給

18



(2) 施行後に病院企業会計年度任用職員技能労務職給料表の適用を受

ける職員

（年次有給休暇に関する経過措置）

３ 施行日の前日において、改正前の法第22条第５項に規定する臨時的任

用により採用された職員として任用され、施行日に病院企業会計年度任

用職員として任用されたものの年次有給休暇の付与日数及び繰越日数に

ついては、なお従前の例による。

（病気休暇及び特別休暇に関する経過措置）

４ 施行日の前日において、改正前の法第22条第５項に規定する臨時的任

用により採用された職員として任用され、施行日に病院企業会計年度任

用職員として任用されたものには、第８条及び第９条の規定は適用しな

であるもの

准看護師であって、施行日

前日の賃金月額が242,000

円であるもの

准看護師（１種） ２級31号給

施行日前日の職種 病院企業会計年度任用職

員の職種

級号給

臨時事務員 業務補助員 １級14号給

看護補助者であって賃金日

額が7,420円又は賃金時間

額が957円であるもの

看護補助者（２種） １級18号給

介護福祉士であって賃金月

額が210,000円であるもの

介護福祉士（１種） ２級24号給

介助員であって賃金月額が

175,000円であるもの

介助員 １級37号給
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い。

別表第１（第４条関係）

病院企業会計年度任用職員一般職給料表

職務の級

号給

１級 ２級

給料月額 給料月額

円 円

１ 146,100 195,500

２ 147,200 197,300

３ 148,400 199,100

４ 149,500 200,900

５ 150,600 202,400

６ 151,700 204,200

７ 152,800 206,000

８ 153,900 207,800

９ 154,900 209,400

10 156,300 211,200

11 157,600 213,000

12 158,900 214,800

13 160,100 216,200

14 161,600 218,000

15 163,100 219,700

16 164,700 221,500

17 165,900 223,200

18 167,400 224,900

19 168,900 226,500
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20 170,400 228,100

21 171,700 229,500

22 174,400 231,200

23 177,000 232,800

24 179,600 234,400

25 182,200 235,400

26 183,900 236,900

27 185,500 238,300

28 187,200 239,500

29 188,700 240,700

30 190,400 241,900

31 192,200 242,900

32 193,900 244,100

33 195,500 245,400

34 196,900 246,400

35 198,400 247,600

36 199,900 248,900

37 201,200 249,800

38 202,500 251,100

39 203,700 252,300

40 205,000 253,600

41 206,300 255,000

42 207,600 256,400

43 208,900 257,600

44 210,200 258,800

45 211,300 260,000
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46 212,600 261,200

47 213,900 262,500

48 215,200 263,600

49 216,300 264,700

50 217,400 265,800

51 218,400 267,100

52 219,500 268,400

53 220,600 269,400

54 221,600 270,500

55 222,500 271,800

56 223,500 273,100

57 223,800 274,000

58 224,600 275,000

59 225,400 275,900

60 226,100 277,000

61 226,800 278,100

62 227,800 279,100

63 228,600 280,000

64 229,400 281,000

65 230,100 281,500

66 230,800 282,400

67 231,700 283,100

68 232,700 284,000

69 233,400 285,000

70 234,000 285,800

71 234,500 286,600
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72 235,200 287,400

73 236,000 288,200

74 236,600 288,700

75 237,200 289,100

76 237,700 289,600

77 238,400 289,800

78 239,100 290,100

79 239,800 290,300

80 240,300 290,700

81 240,800 290,900

82 241,500 291,100

83 242,200 291,500

84 242,900 291,800

85 243,500 292,100

86 244,200 292,400

87 244,900 292,700

88 245,600 293,100

89 246,100 293,400

90 246,600 293,800

91 246,900 294,100

92 247,300 294,500

93 247,600 294,700

94 294,900

95 295,200

96 295,600

97 295,800
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98 296,100

99 296,500

100 296,900

101 297,100

102 297,400

103 297,800

104 298,100

105 298,300

106 298,600

107 299,000

108 299,300

109 299,500

110 299,900

111 300,300

112 300,600

113 300,800

114 301,000

115 301,300

116 301,700

117 301,900

118 302,100

119 302,400

120 302,700

121 303,100

122 303,300

123 303,600
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別表第２（第４条関係）

病院企業会計年度任用職員技能労務職給料表

124 303,900

125 304,200

職務の級

号給

１級 ２級

給料月額 給料月額

円 円

１ 132,300 183,600

２ 133,200 185,100

３ 134,200 186,600

４ 135,100 188,000

５ 136,100 189,200

６ 137,100 190,700

７ 138,100 192,100

８ 139,100 193,400

９ 139,900 194,800

10 140,900 195,800

11 141,900 197,100

12 143,000 198,200

13 143,800 199,400

14 144,800 200,500

15 145,800 201,600

16 146,800 202,700

17 147,900 203,600

18 149,200 204,700
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19 150,400 205,700

20 151,600 206,700

21 152,700 207,600

22 153,900 208,700

23 155,100 209,800

24 156,300 210,800

25 157,400 211,700

26 158,900 212,600

27 160,400 213,300

28 161,900 214,200

29 163,300 215,100

30 164,700 216,300

31 166,200 217,300

32 167,700 218,200

33 169,100 218,800

34 170,900 220,000

35 172,700 221,100

36 174,500 222,300

37 176,200 222,800

38 177,900 223,900

39 179,600 225,100

40 181,300 226,100

41 182,800 226,900

42 184,200 228,100

43 185,500 229,100

44 186,900 230,200
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45 188,400 231,300

46 189,700 232,200

47 191,100 233,300

48 192,500 234,300

49 193,800 235,300

50 194,900 236,300

51 196,000 237,300

52 197,200 238,300

53 198,300 239,400

54 199,400 240,400

55 200,300 241,100

56 201,400 241,800

57 202,500 242,700

58 203,500 243,600

59 204,500 244,500

60 205,500 245,200

61 206,600 246,000

62 207,500 246,900

63 208,400 247,800

64 209,300 248,700

65 210,000 249,500

66 210,800 250,300

67 211,500 251,100

68 212,300 251,800

69 212,700 252,500

70 213,300 253,100
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71 213,600 253,500

72 214,000 253,900

73 214,200 254,100

74 214,600 254,500

75 215,100 255,000

76 215,700 255,500

77 215,900 255,800

78 216,600 256,200

79 217,100 256,700

80 217,600 257,200

81 218,300 257,500

82 218,600 257,800

83 219,200 258,100

84 219,900 258,400

85 220,500 258,600

86 220,900 258,800

87 221,300 259,100

88 222,000 259,400

89 222,500 259,600

90 223,000 259,800

91 223,500 260,200

92 223,900 260,400

93 224,300 260,700

94 224,700 261,100

95 225,100 261,400

96 225,400 261,700
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97 225,700 261,900

98 226,200 262,200

99 226,700 262,400

100 227,200 262,700

101 227,600 263,000

102 228,100 263,200

103 228,700 263,500

104 229,300 263,800

105 229,700 264,000

106 230,200 264,200

107 230,500 264,500

108 230,900 264,700

109 231,100 265,000

110 231,500 265,300

111 232,000 265,600

112 232,400 265,800

113 232,600 266,000

114 233,100 266,300

115 233,600 266,500

116 234,100 266,700

117 234,400 267,000

118 234,800 267,300

119 235,200 267,600

120 235,600 267,900

121 236,000 268,100

122 268,300
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別表第３（第５条関係）

１ 病院企業会計年度任用職員一般職職種別基準表

123 268,600

124 268,900

125 269,100

126 269,300

127 269,600

128 269,900

129 270,100

130 270,300

131 270,600

132 270,900

133 271,100

134 271,300

135 271,600

136 271,900

137 272,100

職種 勤務条件等
職務

の級

基礎

号給

上限

号給

管理栄養士 １ 41 49

診療放射線技師 １ 41 49

臨床検査技師 １ 41 49

臨床工学技士 １ 41 49

理学療法士 １ 41 49

作業療法士 １ 41 49

言語聴覚士 １ 41 49
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視能訓練士 １ 41 49

歯科衛生士 １ 37 45

歯科技工士 １ 37 45

看護師（３種） １種又は２種以外のもの １ 49 57

看護師（２種） 土曜日、日曜日及び国民の祝

日に関する法律（昭和23年法

律第178号）に規定する休日

（以下「休日」という。）に

おいて、１月に４回以上勤務

するもの

１ 53 61

看護師（１種） 常時勤務を要する看護師と同

等回数の夜間勤務を行うもの

２ 25 33

准看護師（３種） １種又は２種以外のもの １ 33 41

准看護師（２種） 土曜日、日曜日及び休日にお

いて、１月に４回以上勤務す

るもの

１ 37 45

准看護師（１種） 常時勤務を要する看護師と同

等回数の夜間勤務を行うもの

２ ９ 17

事務補助員 １ １ ９

事務支援員 １ 13 21

医師事務作業補

助員（２種）

医師事務作業補助者の資格を

有さないもの

１ 13 21

医師事務作業補

助員（１種）

医師事務作業補助者の資格を

有するもの

１ 21 29

防犯相談員 １ 21 29
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２ 病院企業会計年度任用職員技能労務職職種別基準表

職種 勤務条件等
職務

の級

基礎

号給

上限

号給

業務補助員 １ 13 21

介助員 １ 17 25

介護福祉士（２

種）

１種以外のもの １ 33 41

介護福祉士（１

種）

常時勤務を要する看護師と同

等回数の夜間勤務を行うもの

２ 17 25

看護補助者（２

種）

１種以外のもの １ 17 25

看護補助者（１

種）

常時勤務を要する看護師と同

等回数の夜間勤務を行うもの

２ １ ９
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伊勢市病院事業会計規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和２年４月３日

伊勢市病院事業管理者 佐 々 木 昭 人
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伊勢市病院事業管理規程第 12 号

伊勢市病院事業会計規程の一部を改正する規程

伊勢市病院事業会計規程（平成 17 年伊勢市病院事業管理規程第 11 号）

の一部を次のように改正する。

第 55 条第２号中「及び給食材料の一部」を削り、同条に次の１号を加え

る。

(3) その他貯蔵品

附 則

この規程は、公表の日から施行する。
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伊勢市告示第 34 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 22 第１項の規定により、

指定介護予防支援事業者を指定したので、同法第 115 条の 30 第１号及び

介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 38 の規定

により、次のとおり告示します。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定介護予防支援事業者の名称

社会福祉法人 伊勢市社会福祉協議会

２ 指定に係る事業所の名称及び所在地

名称 伊勢市東地域包括支援センター

所在地 伊勢市二見町茶屋 456 番地２

３ 指定の年月日

令和２年４月１日

４ サービスの種類

介護予防支援
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伊勢市告示第 35 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 22 第１項の規定により、

指定介護予防支援事業者を指定したので、同法第 115 条の 30 第１号及び

介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 38 の規定

により、次のとおり告示します。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定介護予防支援事業者の名称

医療法人社団 愛敬会

２ 指定に係る事業所の名称及び所在地

名称 伊勢市五十鈴地域包括支援センター

所在地 伊勢市楠部町字若ノ山 2605 番地 13

３ 指定の年月日

令和２年４月１日

４ サービスの種類

介護予防支援
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伊勢市告示第 36 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 22 第１項の規定により、

指定介護予防支援事業者を指定したので、同法第 115 条の 30 第１号及び

介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 38 の規定

により、次のとおり告示します。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定介護予防支援事業者の名称

社会福祉法人 邦栄会

２ 指定に係る事業所の名称及び所在地

名称 伊勢市北地域包括支援センター

所在地 伊勢市馬瀬町 1094 番地９

３ 指定の年月日

令和２年４月１日

４ サービスの種類

介護予防支援
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伊勢市告示第 37 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 231 条の２第６項の規定により

次のとおり伊勢市ふるさと応援寄附金の指定代理納付者を指定したので、

伊勢市会計規則（平成 17 年伊勢市規則第 42 号）第 21 条の３第２項の規

定により告示します。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定代理納付者の指定を受けた者

東京都目黒区青葉台３丁目６番 28 号

株式会社トラストバンク

２ 指定代理納付者に代理納付させる期間

令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 38 号

地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 158 条第１項の規定に基

づき、伊勢市ふるさと応援寄附金の収納の事務を次のとおり委託したので、

同条第２項の規定により告示します。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 収納の事務の委託を受けた者

東京都目黒区青葉台３丁目６番 28 号

株式会社トラストバンク

２ 委託期間

令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 39 号

令和２年３月 23 日開議の市議会定例会で議決を経た令和元年度補正予

算の要領は、次のとおりです。

令和２年４月７日

伊勢市長 鈴 木 健 一
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令和元年度 伊勢市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和元年度 伊勢市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ、１，０５３，３２１千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、５１，３６１，９４９千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 

 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 

（繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加及び変更は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の廃止及び変更は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第５条 地方債の追加、廃止及び変更は、「第５表 地方債補正」による。 
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第　  

4

 1 10,195,

0

395 332,609

3

10,528,004

,

地方交付

0

税

13 16,000

0

△3,289 12,7

0

11交通

△

安全対策特別

6

交付金

0

（単位：

歳

,

千円）

款 項 補正前の額

0

補  正  額 計

 1

0

16,000 △3,2

0

89 12,711

7

交通安全対策

,

特別
交付

3
金

14 715,14
4

2 △11,798 70
3

3,344
,

分担金及び負担金

 

0

 1 715,142 △

0

11,998 703,

0

144負担金

 2 0 200 200分担金

15 353,030 △843 352,187使用料及び手数料

 1 2

市

95,883 △788

出

民

295,095

税

使用料

 2 57,147 △55 57

 

,092

2

手数料

16 7,22

6

2,021 △332,

,

498 6,889,5

5

23国庫

5

支出金

 1 5,80

7

2,883 △144,

 

,

797 5,658,0

6

86国庫

6

負担金

 2 1,38

9

1,351 △184,

1

427 1,196,9

0

24国庫

2

補助金

 3 37,7

,

87 △3,274 34

0

,513

0

委託金

17 3,42

予

0

3,765 △37,2

6

10 3,386,55

,

5県支出

6

金

 1 2,193,

5

024 1,877 2,

9

194,901

,

県負担金

 2

6

906,866 △11

6

,708 895,15

9

8県補助

 

金

 3 323,875 △27,379 296,496委託金

18 69,894 77,746 147,640

固

財産収入

 1 4

定

9,685 94,94

資

1 144,626

産

財産運用収入

算

税

 2 20,209 △17,195 3,01

 

4財産売

3

払収入

19 90,0

3

02 26,029 11

7

6,031

1

寄附金

 1 90,

,

002 26,029 1

6

16,031

0

寄附金

20 4,

 

0

233,102 △82

6

6,393 3,406

,

,709

0

繰入金

 1 4,20

0

2,726 △826,

0

393 3,376,3

3

33基金

7

繰入金

22 636,

7

574 102,269

,

738,843

補

6

諸収入

 1 2

0

0,000 30,00

0

0 50,000延滞金、加算金及
び過料

 4 23,750 △2 23,748受託事業収入

 5 586,036 7

軽

2,271 658,3

１  

自

07雑入

動

23 5,605,2

車

00 △435,500

税

5,169,700市債

 1

 

5,605,200 △

6

435,500 5,1

1

69,700

,

市債

3

歳　　　入　　　合

正

3

　　　計 52,415

8

,270 △1,053

,

,321 51,361

0

,949

00 2,000 1,340,000都市計画税

 2 332,000 3,938 335,938地方譲与税

 1 90,000 △8,000 82,000

　

地方揮発油譲与税

 2 230,000 1

１

2,000 242,0

　

00自動

歳

車重量譲与税

 3 1

　

2,000 △63 11

入

,937

（

森林環境譲与税

 4

単

0 1 1地

位

方道路譲与税

 3 4

表

：

0,000 △26,0

千

00 14,000

円

利子割交付金

）

 1 40,000 △

款

26,000 14,0

項

00利子

補

割交付金

 4 60,

正

000 10,000 7

前

0,000

の

配当割交付金

 1

　

額

60,000 10,0

補

00 70,000

 

配当割交付金

 

 5 55,000 △

正

20,000 35,0

 

00株式

 

等譲渡所得割

額

交付金
 1 55

計

,000 △20,00

 

0 35,000

　

1

株式等譲渡所得

1

割
交付金

6

 6 2,280,0

,

00 0 2,280,0

4

00地方

0

消費税交付金

 1 2

0

,280,000 0 2

,

,280,000

0

地方消費税交

0

付金

 8 60,00

歳

0

0 11,788 71,

5

788自

0

動車取得税交付

,

金
 1 60,

0

000 11,788 7

0

1,788

0

自動車取得税交付

1

金

10 7

6

9,000 10,52

,

0 89,520

 

4

国有提供施設等

5

所
在市町

0

村助成交付

,

金
 1 79,00

0

0 10,520 89,

0

520国

0

有提供施設等所
在市町村助成交付
金

11 306,183 15

入

,311 321,494地方特例交付金

 1 95,

市

000 15,311 1

税

10,311地方特例交付金

 

12 10,195,3

1

95 332,609 1

7

0,528,004

,

地方交付税
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２

観光費

 1 777,

 

446 △34,289

2

743,157

4

観光費

 9 6

,

,362,750 △1

5

75,671 6,18

4

7,079

3

土木費

,

（単位：千

4

円）

款 項 補正前の額 補

　

5

  正  額 計

 1 2

8

92,504 △21,

△

218 271,286

1

土木管理

3

費

 2 1,880,

,

976 0 1,880,

6

976道

2

路橋梁費

 3 7828 ,976 △57,144 5 725,831

歳

, 河川費

 4

5

15,027 △2,6

2

39 12,388

9

港湾海岸費

,

 5 3,061,84

8

4 △71,572 2,

3

990,272

0

都市計画費

 6 329,423 △23,097 306,3

　

26住宅費

10 2,272,666 △49,292 2,223,374

総

消防費

 

務

1 2,272,666

費

△49,292 2,223,374

 

消防費

11 5,

1

589,669 △20

出

3

9,578 5,380

,
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5

教育費

 1 1,41

8

3,532 △35,3

4
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,

1教育総

3

務費
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5

,032 △70,73

3
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3

小学校費

（

1

 3 398,826

,

△13,388 385

5
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9

中学校費

 4 166

1
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3
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,
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6
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1
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5

475社

単

,
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 6 1,0

9
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4
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4
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総
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務
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4
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8
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,
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1
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9
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0
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△7,19

千
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円
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）
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項
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補
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正
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額
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補
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額
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計
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1
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1
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9
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△
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4
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2
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5
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1
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会
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費

保健衛生費
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1
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3
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1
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9
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費
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1
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5
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3

 6 938,302
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3
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,
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8
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4

847 639,484

2
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5

林業費
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3
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1
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議
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会
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費
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第 ２ 表  継 続 費 補 正 

 変 更  

款 項 事  業  名 区分 
総 額 

(千円) 
年  度 

年割額 

(千円) 

９ 

土木費 

３ 

河川費 

排水機場維持管理経費 

（ポンプ場機能更新） 

補正前 106,199 
平成 30 年度 66,388 

令和元年度 39,811 

補正後 93,944 
平成 30 年度 66,388 

令和元年度 27,556 

排水施設整備事業 

補正前 234,000 
令和元年度 94,000 

令和２年度 140,000 

補正後 196,509 
令和元年度 71,509 

令和２年度 125,000 

５ 

都市計画費 
宮川堤公園整備事業 

補正前 109,500 
平成 30 年度 67,750 

令和元年度 41,750 

補正後 105,526 
平成 30 年度 67,750 

令和元年度 37,776 

１１ 

教育費 

２ 

小学校費 

神社小学校・大湊小学校 

統合校整備事業 

（平成30年度継続費） 

補正前 248,225 
平成 30 年度 158,777 

令和元年度 89,448 

補正後 245,312 
平成 30 年度 158,777 

令和元年度 86,535 

神社小学校・大湊小学校 

統合校整備事業 

（令和元年度継続費） 

補正前 2,940,080 
令和元年度 873,205 

令和２年度 2,066,875 

補正後 2,861,284 
令和元年度 834,951 

令和２年度 2,026,333 

５ 

社会教育費 
賓日館保存事業 

補正前 27,258 
令和元年度 17,116 

令和２年度 10,142 

補正後 27,225 
令和元年度 17,116 

令和２年度 10,109 
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第 ３ 表  繰 越 明 許 費 補 正 

 追 加 

款 項 事  業  名  金 額 (千円) 

３ 

民生費 

２ 

老人福祉費 
老人福祉施設等整備事業 ４１，１５１ 

４ 

衛生費 

１ 

保健衛生総務費 
水道事業出資金 １３，２００ 

２ 

清掃費 
じん芥収集一般事業 ８，８６３ 

６ 

農林水産業費 

１ 

農業費 

県営事業負担金 ６６，８２２ 

農村地域防災減災事業 ６，０００ 

２ 

林業費 
環境保全林整備事業 ２８，５１７ 

９ 

土木費 

１ 

土木管理費 
土木関係一般事業 ４００ 

２ 

道路橋梁費 

道路維持事業 １６，２９０ 

道路新設改良事業 ４，６５３ 

橋梁維持事業 ３６，９９０ 

道路整備事業 ８４，３１６ 

高向小俣線ほか1線整備事業 １４５，７６６ 

通学路整備事業 ２０，１３１ 

３ 

河川費 

河川改良事業 １７，３２０ 

排水施設維持事業 ７０，９４０ 

排水施設整備事業 ２５，０４７ 

５ 

都市計画費 
街路整備事業 ２９，７４１ 
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款 項 事  業  名  金 額 (千円) 

１０ 

消防費 

１ 

消防費 
避難所等整備事業 ４１，０００ 

１１ 

教育費 

５ 

社会教育費 
図書館運営事業 ２，４７２ 

 

変 更 

款 項 事  業  名 区 分  金 額 (千円) 

１２ 

災害復旧費 

２ 

公共土木施設 

災害復旧費 

河川災害復旧事業 

補正前 ３１６，５７５ 

補正後 ２９４，５０３ 

 

 

第 ４ 表  債 務 負 担 行 為 補 正 

廃 止  

事    項 期       間   限  度  額   (千円) 

備 蓄 計 画 策 定 業 務 委 託 
自 令和 ２ 年度 

 
至 令和 ２ 年度  

９，１００ 

 

 

変 更 

事    項 

補   正   前 補   正   後 

期    間 
限 度 額 
(千円) 

期    間 
限 度 額 
(千円) 

観光客実態調査業務委託 

(令和元年度債務負担行為） 

自 令和 元 年度 
 

至 令和 ２ 年度 
5,676  

自 令和 元 年度 
 

至 令和 ２ 年度 
3,794 
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第 ５ 表  地 方 債 補 正 

追 加 

起 債 の 目 的 
限度額 

(千円) 
起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

防 災 ・ 減 災 ・ 

国 土 強 靭 化 

緊 急 対 策 事 業 債 

51,800  

証書借入 

又 は 

証券発行 

５．０％以内 

 

(ただし、利率見直し

方式で借り入れる政

府資金及び地方公

共団体金融機構資

金について、利率の

見直しを行った後に

おいては当該見直し

後の利率） 

 

政府資金･特定資金、

地方公共団体金融機

構資金についてはそ

の融通条件により、銀

行その他の場合には

その債権者との協定に

よるものとする。 

ただし、市財政の都合

により据置期間及び償

還期限を短縮し、又は

繰上償還もしくは低利

に借換えすることがで

きる｡ 

緊 急 自 然 災 害 

防 止 対 策 事 業 債 
356,200 

 

廃 止 

起 債 の 目 的    限  度  額  (千円) 

農 村 地 域 防 災 減 災 事 業 債 １６，２００ 

排 水 機 場 整 備 事 業 債 ７，６００ 

 

変 更 

起 債 の 目 的 
 限 度 額 (千円) 

補 正 前 補 正 後 

市 町 村 合 併 特 例 事 業 債 ２，２０８，２００ １，７０２，７００ 

水 道 事 業 出 資 債 ９，９００ １３，２００ 

土 地 改 良 事 業 債 ８５，４００ １３，７００ 

環 境 保 全 林 整 備 事 業 債 １０，７００ １０，６００ 

地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 ３１０，３００ ５６，４００ 

公 共 施 設 適 正 化 事 業 債 ２７，０００ １８，０００ 
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起 債 の 目 的 
 限 度 額 (千円) 

補 正 前 補 正 後 

港 湾 改 修 事 業 債 ２，７００ ５００ 

街 路 整 備 事 業 債 １６，４００ ２３，９００ 

公 営 住 宅 整 備 事 業 債 ２１，６００ １４，７００ 

防 災 対 策 事 業 債 ２９，７００ ２５，８００ 

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 １，１７０，５００ １，１２９，０００ 

臨 時 財 政 対 策 債 １，５００，０００ １，５７１，０００ 

災 害 復 旧 事 業 債 １００，９００ ９４，１００ 
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令和元年度 伊勢市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和元年度 伊勢市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、１０８，０５１千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、１２，８８１，７５１千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び該当区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 
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第　  

1 2,335,207

歳

17,237 2,35

 

2,444

出

国民健康保険料

 

 

2 157 △89 68

予

国民健康保

 

険税

 1 157 △8

算

9 68国

 

民健康保険税

 3 9

補

,242,918 13

１  

,113 9,256,

正

031県支出金

 1 9,242,918 13,113 9,256,031県補助金

 5 1,150,614 △15,364 1,135,250繰入金

 1

　

950,614 △15,364 935,25

１

0他会計

　

繰入金

 6 12,5

歳

23 92,452 10

　

4,975

入

繰越金

 1 12,

（

523 92,452 1

単

04,975

位

繰越金

 8 0 7

表

：

02 702

千

国庫支出金

 1 0

円

702 702

）

国庫補助金

款

歳　　　入　

項

　　合　　　計 12,

補

773,700 108

正

,051 12,881

前

,751

の

２　歳　出 （

　

額

単位：千円）

款 項 補正補 前の額 補  正  額 計

 1 175,925

 

△1,155 174,

正

770総

 

務費

 1 150,2

 

77 △1,155 14

額

9,122

計

総務管理費

 2 9

 

,039,242 11

　

1

3,300 9,152

2

,542

,

保険給付費

 1 7,

3

864,263 105

3

,000 7,969,

5

263療

,

養諸費

 2 1,13

2

4,250 8,300

0

1,142,550

7

高額療養費

歳

1

 3 289 0 289

7

移送費

,

 4 197,390 △

2

2,213 195,1

3

77保健

7

事業費

 1 172,

2

325 △95 172,

,

230特

3

定健康診査等事

5

業費

 2 25

 

2

,065 △2,118

,

22,947

4

保健事業費

 6

4

38,984 △1,8

4

81 37,103諸支出金

 1 38,314 △1,881 36,433償還金及び還付加
算

入

金

歳　

国

　　出　　　合　　　

民

計 12,773,70

健

0 108,051 12

康

,881,751

保険料
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令和元年度 伊勢市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

令和元年度 伊勢市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、８６,４２６千円を追加し 、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、３，０９４，７１８千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 
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第　  

険料
 1

歳

1,261,971 △

 

1,059 1,260

出

,912

 

後期高齢者医療保

予

険料

 2 1

 

,744,000 △2

算

3,261 1,720

 

,739

補

繰入金

 1 1,74

１  

4,000 △23,2

正

61 1,720,739一般会計繰入金

 3 10 75,991 76,001繰越金

 1 10 75,991 76,001繰越金

 4 2,311 34,755

　

37,066諸収入

 1 1 5

１

50 551

　

延滞金、加算金及

歳

び過料

 

　

2 2,310 34,2

入

05 36,515

（

雑入

単

歳　　　入　　

位

　合　　　計 3,00

表

：

8,292 86,42

千

6 3,094,718

円） ２　歳　出 （単位：千

款

円）

款 項 補正前の額 補項   正  額 計

 1 5

補

5,025 △2,97

正

7 52,048

前

総務費

 1 4

の

9,836 △2,47

　

額

7 47,359

補

総務管理費

 

 

2 5,189 △500

 

4,689

正

徴収費

 2 2,9

 

49,944 50,0

 

46 2,999,99

額

0後期高

計

齢者医療広

 

域連合納付金
 1

　

1

2,949,944 5

1

0,046 2,999

,

,990

2

後期高齢者医療広

6

域連合納付金

1

 4 2,320 39

,

,357 41,677

9

諸支出金

7

 1 2,320 39

1

,357 41,677

歳

△

償還金及

1

び還付加

,

算金

歳

0

　　　出　　　合　　

5

　計 3,008,29

9

2 86,426 3,0

1

94,718

,26

 

0,912

入

後期高齢者医療保
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令和元年度 伊勢市介護保険特別会計補正予算（第４号） 

 

令和元年度 伊勢市の介護保険特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところに

よる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ、７６，７６３千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、１４，１７８，３４２千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 
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第　  

7

5 13,086,61

5

9保険給

4

付費

 1 13,09

,

7,184 △10,5

3

65 13,086,6

0

19介護

7

サービス等諸

△

費

 3 570,

4

258 △52,107

5

518,151

歳

,

地域支援事業費

5

 1 570,258

9

△52,107 518

5

,151

2

地域支援事業費

 4

,

500 52 552

7

基金積立金

0

 1 500 52 552

8

基金積立

,

金

 6 287,92

 

7

5 12 287,937

1

諸支出金

2

 1 287,925 12 287,937償還金及び還付加
算金

歳　　　出　　　合　　　計 14,255,10

介

5 △76,763 14

出

護

,178,342

保険料

 2 3,4

 

52,715 △263

予

,739 3,188,

 

976国

算

庫支出金

 1 2,6

 

19,436 △242

補

,298 2,377,

１  

138国

正

庫負担金

 2 833,279 △21,441 811,838国庫補助金

 3 3,641,714 △135,662 3,506,052支払基金交付金

 1 3,641,

　

714 △135,662 3,506,052

１

支払基金

　

交付金

 4 1,72

歳

1,358 246,5

　

36 1,967,89

入

4県支出

（

金

 1 1,637,

単

148 262,377

位

1,899,525

表

：

県負担金

千

 2 84,210 △1

円

5,841 68,36

）

9県補助

款

金

 5 500 52 5

項

52財産

補

収入

 1 500 52

正

552財

前

産運用収入

 6 2,

の

416,089 △18

　

額

7,519 2,228

補

,570

 

繰入金

 1 2,12

 

9,639 △17,3

正

75 2,112,26

 

4一般会

 

計繰入金

 2 286

額

,450 △170,1

計

44 116,306

 

基金繰入金

　

1

 7 268,417

2

305,727 574

,

,144

7

繰越金

 1 268,

5

417 305,727

4

574,144

,

繰越金

 8 5

3

3,437 3,442

0

諸収入

7

 1 1 1,315 1,

歳

△

316延

4

滞金、加算金及

5

び過料

 2 1

,

166 167

5

預金利子

 3 3

9

1,956 1,959

5

雑入

2

歳　　　入

,

　　　合　　　計 14

7

,255,105 △7

 

0

6,763 14,17

8

8,342

,

２　歳　出

7

（単位：千円）

款 項 補

1

正前の額 補  正  

2

額 計

 1 297,838 △14,155 283,683総務費

 1 142,972 △5,639

入

137,333総務管理費

 

保

2 16,568 △66

険

6 15,902

料

徴収費

 3 138,298 △7,8

 

50 130,448

1

介護認定諸

2

費

 2 13,097

,

,184 △10,56
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第 ２ 表  債務負担行為補正 

追 加 

事    項 期       間 限 度 額（千円） 

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 

運 営 事 業 

( 体 制 強 化 加 算 分 ) 

自 令和元年度 
 

至 令和２年度 
３０，０００ 

 

変 更 

事    項 

補   正   前 補   正   後 

期    間 
限 度 額 
(千円) 

期    間 
限 度 額 
(千円) 

第 ９ 次 老 人 福 祉 計 画 

・第８期介護保険事業計画 

策 定 業 務 委 託 

自 令和 ２年度 
 

至 令和 ２年度 
4,224 

自 令和 ２年度 
 

至 令和 ２年度 
4,180 
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令和元年度 伊勢市住宅新築資金等貸付事業特別会計 

補正予算（第１号） 

 

令和元年度 伊勢市の住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、４２０千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、５，１７２千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 
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第　  

事業収入

歳

 2 656 △22 6

 

34県支

出

出金

 1 656 △2

 

2 634

予

県補助金

 3 29 △

 

10 19

算

財産収入

 1 29 △

 

10 19

補

財産運用収入

 4 1

１  

00 232 332

正

繰越金

 1 100 232 332繰越金

歳　　　入　　　合　　　計 4,752 420 5,172

２　歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額

　

補  正  額 計

 1 2,765 420 3,

１

185総

　

務費

 1 2,765

歳

420 3,185

　

総務管理費

入

歳　　　

（

出　　　合　　　計 4

単

,752 420 5,1

位

72

表

：千円）

款 項 補正前の

　

額 補  正  額 計

 

　

1 3,967 220 4

歳

,187

 

事業収入

 1 3,9

入

67 220 4,187
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令和元年度 伊勢市観光交通対策特別会計補正予算（第２号） 

 

令和元年度 伊勢市の観光交通対策特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、２８，２５６千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、６１４，１９０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び該当区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 

 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用するこ

とができる経費は「第２表 繰越明許費」による。 
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0 35,108 565

歳

,118

 

事業収入

 2 226

出

4 230

 

財産収入

 1 226

予

4 230

 

財産運用収入

 3 5

算

0,688 △50,6

 

88 0繰

補

入金

 1 50,68

１  

8 △50,688 0

正

基金繰入金

 4 5,000 43,017 48,017繰越金

 1 5,000 43,017 48,017繰越金

 5 10 815 825諸収入

 

　

1 10 815 825雑入

１

歳　　　入　

　

　　合　　　計 585

歳

,934 28,256

　

614,190

入 ２　歳（ 　出 （単位：千円）

款

単

項 補正前の額 補  正

位

  額 計

 1 585,

表

：

919 28,256 6

千

14,175

円

観光交通対策事業

）

費
 1

款

585,919 28,

項

256 614,175

補

管理費

正

歳　　　

前

出　　　合　　　計 5

の

85,934 28,2

　

額

56 614,190

補  正  額 計

 

　

1 530,010 35

歳

,108 565,11

 

8事業収

入

入

 1 530,01
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第 ２ 表  繰 越 明 許 費 

  

款 項 事  業  名 
金 額 

(千円) 

１ 

観光交通対策

事業費 

１ 

管理費 

観光交通対策管理事業 10,071 

一般会計繰出金 22,983 
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令和元年度 伊勢市土地取得特別会計補正予算（第１号） 

 

令和元年度 伊勢市の土地取得特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ、５７０，６６９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、８７６，９７７千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 

 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用するこ

とができる経費は「第２表 繰越明許費」による。 
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第　  

08 4,151

歳

財産運用収入

 

 2 55,851 56

出

,695 112,54

 

6財産売

予

払収入

 2 1,38

 

7,034 △627,

算

237 759,797

 

繰入金

補

 1 1,387,03

１  

4 △627,237 7

正

59,797基金繰入金

 3 1 481 482繰越金

 1 1 481 482繰越金

歳　　　入　　　合　　　計 1,447,646 △570,6

　

69 876,977

２１ 　歳　出 （単位：千円　 ）

款 項 補正前の額 補 

歳

 正  額 計

 1 1,

　

447,646 △57

入

0,669 876,9

（

77用地

単

取得事業費

 1 60

位

,612 56,567

表

：

117,179

千

管理費

 2 1

円

,387,034 △6

）

27,236 759,

款

798事

項

業費

歳

補

　　　出　　　合　　

正

　計 1,447,64

前

6 △570,669 8

の

76,977

　

額 補  正  額 計

 

　

1 60,610 56,

歳

087 116,697

 

財産収入

入

 1 4,759 △6
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第 ２ 表  繰 越 明 許 費 

  

款 項 事  業  名 
金 額 

(千円) 

１ 

用地取得事業費 

２ 

事業費 
公共用地・代替地取得事業 536,612 
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令 和 元 年 度 伊 勢 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 （第２号）

（総　　則）

第１条　令和元年度伊勢市病院事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　予算第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。

既決予定量 計

入　　　院 93,330人 88,096人

（２）　年　間　患　者　数 外　　　来 127,400人 127,528人

健診・ドック 15,259人 14,915人

入　　　院 255人 241人

（３）　１ 日 平 均 患 者 数 外　　　来 520人 531人

健診・ドック 53人 52人

（収益的収入及び支出）

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。（単位：千円）

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

款　　　　　　　　　　　項 既決予定額 計

第１款    病　 院　 事　 業　 収　 益 7,560,253 7,607,460

　第１項　　医　　　業　　　収　　　益 6,061,622 6,075,949

　第２項　　健　　　診　　　収　　　益 333,701 341,212

　第３項　　医　　業　　外　　収　　益 1,164,830 1,189,418

　第４項　　特　　　別　　　利　　　益 100 881

（単位：千円）

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款　　　　　　　　　　　項 既決予定額 計

第１款　　病　 院　 事　 業　 費　 用 8,039,137 8,050,319

　第１項　　医　　　業　　　費　　　用 7,616,385 7,581,714

　第２項　　健　　　診　　　費　　　用 195,044 192,302

　第３項　　医　　業　　外　　費　　用 226,608 275,203

△ 1人

14,327

7,511

項　　　　　　　　　　　目 補正予定量

△ 5,234人

128人

△ 344人

補正予定額

47,207

△ 14人

11人

24,588

補正予定額

781

11,182

△ 34,671

△ 2,742

48,595
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（資本的収入及び支出）

第４条　予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。（単位：千円）

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

款　　　　　　　　　　　項 既決予定額 計

第１款　　資　　本　　的　　収　　入 338,975 591,836

　第３項　　寄　　　　　附　　　　　金 4,000 8,366

　第４項　　基　　金　　繰　　入　　金 64,560 304,260

　第５項　　投　　資　　償　　還　　金 1,770 11,282

　第６項　　固  定  資  産  売  却  代  金 21,618 20,901

（単位：千円）

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款　　　　　　　　　　　項 既決予定額 計

第１款　　資　　本　　的　　支　　出 483,183 491,335

　第１項　　建　　設　　改　　良　　費 238,086 226,706

　第４項　　基　　金　　積　　立　　金 70,330 89,862

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。 （単位：千円）

項　　　　　　　　　　　目 既決予定額 計

（１）職　　 員 　　給 　　与 　　費 4,149,201 4,167,768

（たな卸資産購入限度額）

第６条　予算第10条に定めたたな卸資産購入限度額を次のとおり補正する。 （単位：千円）

項　　　　　　　　　　　目 既決予定額 計

1,352,203 1,368,152

補正予定額

8,152

9,512

△ 717

4,366

239,700

補正予定額

た　な　卸　資　産　購　入　限　度　額

18,567

19,532

補正予定額

△ 11,380

15,949

252,861

補正予定額
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令 和 元 年 度    伊 勢 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 

 

（総 則） 

第１条 令和元年度伊勢市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 令和元年度伊勢市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の

予定量を次のとおり補正する。 

項    目 既決予定量 補正予定量 計 

（１）給 水 戸 数 57,156 戸 △89 戸 57,067 戸 

（２）総 給 水 量 16,014 千㎥ △95 千㎥ 15,919 千㎥ 

（３）一 日 平 均 給 水 量 43,754 ㎥ △259 ㎥ 43,495 ㎥ 

（４）主要な建設改良事業の概要 

ア 水 源 地 施 設 更 新 事 業 

 

110,020 千円 

 

△30,000 千円 

 

80,020 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（単位  千円） 

収              入 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 水 道 事 業 収 益 2,819,025 2,194 2,821,219 

第１項 営 業 収 益 2,545,718 △11,219 2,534,499 

第２項 営 業 外 収 益 271,040 8,640 279,680 

第３項 簡 易 水 道 収 益 2,267 2,765 5,032 

第４項 特 別 利 益 0 2,008 2,008 

 

（単位  千円） 

支              出 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 水 道 事 業 費 用 2,433,251 △3,790 2,429,461 

第１項 営 業 費 用 2,290,390 △1,165 2,289,225 

第２項 営 業 外 費 用 120,862 △2,625 118,237 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。なお、同

条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「1,147,674 千円」を

「1,078,884 千円」に改める。 

（単位  千円） 

収              入 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 収 入 723,199 30,890 754,089 

 第１項 企 業 債 540,600 17,300 557,900 

第２項 負 担 金 171,616 10,290 181,906 

第３項 出 資 金 9,900 3,300 13,200 

 

（単位  千円） 

支              出 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 支 出 1,870,873 △37,900 1,832,973 

第１項 建 設 改 良 費 1,528,976 △30,000 1,498,976 

第２項 償   還   金 341,897 △7,900 333,997 

 

（企業債） 

第５条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

                              （単位  千円） 

起 債 の 目 的 
補 正 前 補 正 後 

限 度 額 限 度 額 

簡 易 水 道 事 業  40,600  57,900  
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令 和 元 年 度    伊 勢 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 

 

（総 則） 

第１条 令和元年度伊勢市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

 

（業務の予定量） 

第２条 令和元年度伊勢市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

の予定量を次のとおり補正する。 

項    目 既決予定量 補正予定量 計 

（１）排 水 戸 数 24,486 戸 128 戸 24,614 戸 

（２）総 排 水 量 6,905 千㎥ △256 千㎥ 6,649 千㎥ 

（３）一 日 平 均 排 水 量 18,867 ㎥ △700 ㎥ 18,167 ㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（単位  千円） 

収              入 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業収益 3,730,391 △10,790 3,719,601 

第１項 営 業 収 益 1,418,019 △32,129 1,385,890 

第２項 営業外収益 2,312,372 20,969 2,333,341 

第３項 特 別 利 益 0 370 370 

 

（単位  千円） 

支              出 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業費用 3,530,682 △49,851 3,480,831 

第１項 営 業 費 用 2,978,238 △28,886 2,949,352 

第２項 営業外費用 542,444 △20,965 521,479 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。なお、同

条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「1,665,077 千円」を

「1,614,231 千円」に改める。 

（単位  千円） 

収             入 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 収 入  3,319,834 1,988 3,321,822 

第２項 負 担 金 365,134 1,988 367,122 

 

（単位  千円） 

支              出 

款      項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 支 出 4,984,911 △48,858 4,936,053 

第２項 企業債償還金 1,530,625 △48,858 1,481,767 

 

（債務負担行為） 

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額の内、

次のものを廃止する。 

事    項 期   間 限度額（単位 千円） 

下水道使用料納入通知書等作成業

務委託 

自 平成 31 年 4月 1 日 

至 令和 5 年 3 月 31 日 
10,540 

 

（他会計からの補助金） 

第６条 予算第１０条に定めた一般会計からこの会計へ補助を受ける金額を次のとおり補正

する。 

（単位  千円） 

項   目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

一般会計から補助を受ける 

金額 
78,087 46,308 124,395 
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令和元年度 伊勢市一般会計補正予算（第８号） 

 

令和元年度 伊勢市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ、４３８，５９７千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ、５１，８００，５４６千円とする｡ 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による｡ 

 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 
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第 ２ 表  繰 越 明 許 費 補 正 

 追 加 

款 項 事  業  名  金 額 (千円) 

６ 

農林水産業費 

１ 

農業費 
排水機維持管理経費 １８，０００ 

９ 

土木費 

１ 

土木管理費 
地籍調査推進事業 １３，０７５ 

２ 

道路橋梁費 
交通安全施設整備事業 １，６３０ 

３ 

河川費 
河川維持事業 ４，１８０ 

１１ 

教育費 

１ 

教育総務費 
ＧＩＧＡスクール環境整備事業 ３０４，０００ 

２ 

小学校費 
小学校整備事業 ４３，２３６ 

３ 

中学校費 
中学校整備事業 ２６，１７１ 

 

変 更 

款 項 事  業  名 区 分  金 額 (千円) 

６ 

農林水産業費 

１ 

農業費 

県営事業負担金 

補正前 ６６，８２２ 

補正後 ７０，２１９ 

農村地域防災減災事業 

補正前 ６，０００ 

補正後 ９，５５０ 

９ 

土木費 

２ 

道路橋梁費 
道路維持事業 

補正前 １６，２９０ 

補正後 ２７，１００ 

５ 

都市計画費 
街路整備事業 

補正前 ２９，７４１ 

補正後 ４４，４６９ 
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第 ３ 表  地 方 債 補 正 

追 加 

起 債 の 目 的 
限度額 

(千円) 
起債の方法 利率 償還の方法 

農 村 地 域 防 災 

減 災 事 業 債 
1,600 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

５．０％以内 
 
(ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る政府資金及び地

方公共団体金融機

構資金について、

利率の見直しを行

った後においては

当該見直し後の利

率） 
 

 

政府資金･特定資金、

地方公共団体金融機

構資金についてはそ

の融通条件により、銀

行その他の場合には

その債権者との協定

によるものとする。 

ただし、市財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還もしくは

低利に借換えするこ

とができる｡ 

 

学 校 教 育 施 設 等 

整 備 事 業 債 
147,300 

 

変 更 

起 債 の 目 的 
 限 度 額 (千円) 

補 正 前 補 正 後 

市 町 村 合 併 特 例 事 業 債 １，７０２，７００ １，７４６，９００ 

土 地 改 良 事 業 債 １３，７００ １７，０００ 

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 ３５６，２００ ３５９，７００ 

地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 ５６，４００ ６０，９００ 

街 路 整 備 事 業 債 ２３，９００ ３０，０００ 
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伊勢市告示第 40 号

令和２年３月 23 日開議の市議会定例会で議決を経た令和２年度当初予

算の要領は、次のとおりです。

令和２年４月７日

伊勢市長 鈴 木 健 一
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令和２年度 伊勢市一般会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の一般会計の予算は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５４，８９０，８７０千円と定め

る｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができ

る事項、期間及び限度額は、｢第２表 債務負担行為｣による｡ 

 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、｢第３表 地方債｣による｡ 

 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、５，５００，０００千円と定める｡ 

 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
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807,797

額

児童福祉費

 4 2

 

,187,815

1

生活保護費

 5

3

87,379

2

人権政策費

 6 14

3

,134国民

,

年金事務費

 4 5,

7

322,655

9

衛生費

 1 3,1

6

92,415保健衛生費

 2 2,130,240清掃費

 5 59,311労働費

議

 1 59,311

会

労働諸費

 6

費

916,728農林水産業費

 1

 

733,952

1

農業費

 2 67,

3

019林業費

2

 3 115,757

3

水産業費

 

,

7 412,622

7

商工費

 1 41

9

2,622商

6

工費

 8 762,139観光費

 1 762,139観光費

 9 7,337,276

議

土木費

 1 32

会

4,870土

費

木管理費

（単位：千円）

 

款 項 金　　　　額

 2

2

2,050,412

4

道路橋梁費

 

,

3 841,535

2

河川費

 4 250 ,100港湾9 海岸費

 5 3,75

,

1,589都

4

市計画費

 6 343

6

,770住宅

3

費

10 2,484,467消防費

 1 2,484,467消防費

11 7,102,57

総

5教育費

 

務

1 1,848,834

費

教育総務費

２

 2 2,901,51

 

0小学校費

1

 3 283,440

3

中学校費

 4

,

199,070

2

幼稚園費

 5 67

5

3,360社

4

会教育費

 6 1,1

,

96,361

9

保健体育費

12 36

　

0

災害復旧費

6

 1 9農林水産業施設災害復旧費

 2 15公共土木施設災害復旧費

 3 9文教施

総

設災害復旧費

 4 3

務

その他公共施

管

設・公用施設災害

理

復旧費

13 5,
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第 ２ 表  債 務 負 担 行 為 

 

事    項 期  間 限 度 額（千円） 

行 政 情 報 シ ス テ ム 

更 新 業 務 委 託 

自 令和３年度 
 

至 令和３年度 
７３，７００ 

固 定 資 産 土 地 評 価 及 び 

地 番 図 ・ 家 屋 図 修 正 業 務 委 託 

（ 令 和 ２ 年 度 債 務 負 担 行 為 ） 

自 令和２年度 
 

至 令和５年度 
１２０，８０２ 

住 民 票 交 付 等 窓 口 

業 務 委 託 に 係 る 経 費 

（ 令 和 ２ 年 度 債 務 負 担 行 為 ） 

自 令和３年度 
 

至 令和５年度 
１６９，６３１ 

健 幸 ポ イ ン ト 事 業 

（ 令 和 ２ 年 度 債 務 負 担 行 為 ） 

自 令和３年度 
 

至 令和４年度 
１４，７９５ 

寿 バ ス 乗 車 券 交 付 受 付 業 務 委 託 

( 令 和 ２ 年 度 債 務 負 担 行 為 ) 

自 令和３年度 
 

至 令和３年度 
５８４ 

観 光 客 実 態 調 査 業 務 委 託 

( 令 和 ２ 年 度 債 務 負 担 行 為 ) 

自 令和２年度 
 

至 令和３年度 
４，３９３ 

高 向 小 俣 線 ほ か １ 線 

整 備 事 業 業 務 委 託 

自 令和３年度 
 

至 令和４年度 
１５４，８４３ 

備 蓄 倉 庫 基 本 設 計 業 務 委 託 
自 令和３年度 

 
至 令和３年度 

９，８００ 

み な と 小 学 校 ス ク ー ル バ ス 等 

運 行 業 務 委 託 

自 令和２年度 
 

至 令和５年度 
３１，０７６ 
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第 ３ 表  地 方 債 

 

起 債 の 目 的 
限 度 額 

(千円) 

起 債 の 

方 法 
利   率 償 還 の 方 法 

市町村合併特例事業債 1,071,500 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

 

５．０％以内 
 
(ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方

公共団体金融機構

資金について、利

率の見直しを行っ

た後においては当

該見直し後の利

率） 

 

 

政府資金･特定資

金、地方公共団

体金融機構資金

についてはその

融通条件により、

銀行その他の場

合にはその債権

者との協定による

ものとする。 

ただし、市財政の

都合により据置

期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還もしくは

低利に借換えす

ることができる｡ 

公 共 事 業 等 債 443,000 

防災・減災・国土強靭化 

緊 急 対 策 事 業 債 47,100 

公営住宅整備事業債 27,500 

一 般 単 独 事 業 債 67,600 

地 域 活 性 化 事 業 債 22,000 

防 災 対 策 事 業 債 38,200 

地 方 道 路 等 

整 備 事 業 債 65,200 

緊急防災・減災事業債 3,262,800 

公 共 施 設 

適 正 化 事 業 債 70,400 

緊 急 自 然 災 害 

防 止 対 策 事 業 債 521,700 

水 道 事 業 出 資 債 30,000 

臨 時 財 政 対 策 債 1,400,000 
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令和２年度 伊勢市国民健康保険特別会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １２，８０８，３４８千円と定

める｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、１，５００，０００千円と定める｡ 
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第　  

国民

歳

健

　　　　出　　　　合

康

　　　　計 12,80

保

8,348

険税

 

歳

1 106国民

 

健康保険税

 3 13

出

,570国庫

 

支出金

 1 13,5

予

70国庫補助

 

金

 4 9,342,

算

865県支出金

 1 9,342,865県補助

１

金

 5 760財産収入

 1 760財産運用収入

 6 1,115,925繰入金

 1 915,925

１

他会計繰入金

　

 2 200,000

歳

基金繰入金

　

 7 1繰越金

　

入

 1 1繰越

（

金

 8 29,594

単

諸収入

 1

位

20,600

：

延滞金、加算金及び過

千

料

 2 10

円

預金利子

 3 8,9

）

84雑入

款 項

表

金　　　　額

 1

歳　　　　入　　

2

　　合　　　　計 12

,

,808,348

　

3

２　歳　

0

出 （単位：千円）

款 項

5

金　　　　額

 1 19, 0,172総5 務費

 1 178,5

2

66総務管理

7

費

 2 10,685賦課徴収費

 3 380運営協議会費

 4 54

　

1趣旨普及費

国

 2 9,142,5

民

02保険給付

健

費

 1 7,943,

康

544療養諸

保

費

 2 1,158,

険

250高額療

料

養費

 3 268移送費

 4 30

 

,240出産

歳

1

育児諸費

 5 10,

2

200葬祭諸

,

費

 3 3,257,

3

469国民健

0

康保険事業費納付金

5

 1 2,202,08

,

8医療給付費

5

分

 2 787,65

2

1後期高齢者

7

支援金等分

 3 26

 

7,730介護納付金分

 4 209,974保健事業費

 1 172

国

,907特定

民

健康診査等事業費

 

健

2 37,067

康

保健事業費

 5 2

保

0公債費

 

険

1 20公債費

入

料

 6 7,211諸支出金

 1 6

 

,451償還

2

金及び還付加算金

 

1

2 760基金

0

積立金

 7 1,00

6

0予備費

 1 1,000予備費
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令和２年度 伊勢市後期高齢者医療特別会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによ

る｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ３，１８２，２７６千円と定め

る｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、２００，０００千円と定める｡ 
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第　  

1,825,228

歳

繰入金

 1 1

 

,825,228

出

一般会計繰入金

 

 3 10繰越

予

金

 1 10

 

繰越金

 4 2,31

算

1諸収入

 1 1延滞金、加算金及び過料

 2

１

2,310雑入

１　歳　

　

入 （単位：千円）

款

歳　　　　

項

入　　　　合　　　　

表

金

計 3,182,276

　

２　

　

歳　出 （単位：千円）

　 款 項 金　　　　額

 1

　

56,917

額

総務費

 1 52,0

 

72総務管理

1

費

 2 4,845

1

徴収費

 2 3

,

,122,037

　

3

後期高齢者医療広

5

域連合納付金

 1 3

4

,122,037

,

後期高齢者医療広

7

域連合納付金

 3 2

2

公債費

 1

7

2公債費

 4 2,320諸支出金

 1 2,320償還金及

　

び還付加算金

 5 1

後

,000予備

期

費

 1 1,000

高

予備費

齢者医療保険

歳

料

 1 1,354,

歳　　　　出

 

7

　　　　合　　　　計

2

3,182,276

7後期高

入

齢者医療保険料

 2
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令和２年度 伊勢市介護保険特別会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４，４１９，５７１千円 

と定める｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、６００，０００千円と定める｡ 
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第　  

国庫支出金

 1 2

歳

,688,785

 

国庫負担金

 2

出

890,927

 

国庫補助金

 3 3

予

,719,929

 

支払基金交付金

算

 1 3,719,929支払基金交付金

 4 1,779

１

,843県支出金

 1 1,680,490県負担金

 2 99,353県補助金

 5 500財

１

産収入

 1 500

　

財産運用収入

歳

 6 2,587,27

　

3繰入金

 

　

入

1 2,212,570

（

一般会計繰入

単

金

 2 374,70

位

3基金繰入金

：

 7 1繰越

千

金

 1 1繰

円

越金

 8 5

）

諸収入

 1 1

款

延滞金、加算金及び

項

過料

 2 1

表

金

預金利子

 3 3

　

雑入

　　　額

 1 2,

歳　　　　入　　

　

7

　　合　　　　計 14

5

,419,571

2

２　歳　

,

出 （単位：千円）

款 項

3

金　　　　額

 1 300 8,038総8 務費

 1 233,581総務管理費

 2 13,238徴収費

 3

　

61,219

保

介護認定諸費

 2 1

険

3,443,926

料

保険給付費

 1 13,443,92

 

6介護サービ

1

ス等諸費

 3 660

2

,606地域

,

支援事業費

 1 66

7

0,606地

歳

5

域支援事業費

 4 5

2

00基金積立

,

金

 1 500

3

基金積立金

 5 4

0

00公債費

8

 1 400公債費

 6 5,101諸支出金

 1 5,101償還金及び還付加算金

 

介

 7 1,000

護

予備費

 1 1,

保

000予備費

険料

 2 3,

入

579,7

歳　

1

　　　出　　　　合　

2

　　　計 14,419,571
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令和２年度 伊勢市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の住宅新築資金等貸付事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ３，９７７千円と定める｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 
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第　  

県補助金

 3 29

歳

財産収入

 

 

1 29財産運

出

用収入

 4 373

 

繰入金

 1 3

予

73基金繰入

 

金

 5 100

算

繰越金

 1 100繰越金

１

１　歳　

　

入 （単位：千

歳　　　　入　

円

　　　合　　　　計 3

）

,977

款

２　歳　出 （単位

項

：千円）

款 項 金　　　

表

金 　額

 1 2,897

　

総務費

 1 2

　

,897総務

　

管理費

 2 1,08

　

0公債費

 

額

1 1,080

 

公債費

1 2,

　

844事業収

　

入

 1 2,84

歳　　

4

　　出　　　　合　　　　計 3,977

歳

事業収入

 2

 

631県支出

入

金

 1 631

88



  

令和２年度 伊勢市観光交通対策特別会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の観光交通対策特別会計の予算は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５９６，０３３千円と定める｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、１００，０００千円と定める｡ 
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第　  

8財産運用収

歳

入

 3 57,755

 

繰入金

 1

出

57,755

 

基金繰入金

 4 5,

予

000繰越金

 

 1 5,000

算

繰越金

 5 10諸収入

 1 10雑入

１

１　歳　

　

入 （単位：千円

歳　　　　入

）

　　　　合　　　　計

款

596,033

項

２　歳　出

表

金

（単位：千円）

款 項 金　 　　　　額

 1 596

　

,018観光

　

交通対策事業費

 1

　

596,018

額

管理費

 2 15

 

公債費

 1 1

1

5公債費

53

　

3,010事

　

業収入

 1 533,

歳　　　　出　　

歳

0

　　合　　　　計 59

1

6,033

0事業収

 

入

 2 258

入

財産収入

 1 25
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令和２年度 伊勢市土地取得特別会計予算 

 

令和２年度 伊勢市の土地取得特別会計の予算は、次に定めるところによる｡ 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，４６９，３３２千円と定め

る｡ 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による｡ 
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第　  

入

 2 914,60

歳

2繰入金

 

 

1 914,602

出

基金繰入金

 3

 

1繰越金

 

予

1 1繰越金

 

 4 1諸収入

算

 1 1雑入

１

１　歳　

　

入 （単位：千

歳　　　　入

円

　　　　合　　　　計

）

1,469,332

款

２　歳

項

　出 （単位：千円）

款

表

金 項 金　　　　額

 1 1

　

,469,332

　

用地取得事業費

　

 1 554,730

　

管理費

 2 9

額

14,602

 

事業費

1 55

　

4,728財

　

産収入

 1 4,3

歳　　　　

6

出　　　　合　　　　

歳

7

計 1,469,332

財産運用収

 

入

 2 550,36

入

1財産売払収
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（総　　則）

第１条　令和２年度伊勢市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

項　　　　　　　　　目 予　　　　　定　　　　　量

300 床

　入　　　　院 93,075 人

　外　　　　来 126,360 人

　健診・ドック 15,375 人

　入　　　　院 255 人

　外　　　　来 520 人

　健診・ドック 53 人

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 （単位：千円）

款　　　　　　　　　　項 予　　　　　定　　　　　額

第１款    病　院　事　業　収　益 8,040,492

　第１項　　医　　　業　　　収　　　益 6,304,994

　第２項　　健　　　診　　　収　　　益 337,250

　第３項　　医　　業　　外　　収　　益 1,398,148

　第４項　　特　　　別　　　利　　　益 100

（単位：千円）

款　　　　　　　　　　　項 予　　　　　定　　　　　額

第１款　　病　院　事　業　費　用 8,263,465

　第１項　　医　　　業　　　費　　　用 7,854,405

　第２項　　健　　　診　　　費　　　用 199,375

　第３項　　医　　業　　外　　費　　用 208,585

　第４項　　特　　　別　　　損　　　失 100

　第５項　　予　　　　  備  　　　　費 1,000

令 和 ２ 年 度 伊 勢 市 病 院 事 業 会 計 予 算

（１）　病　　　　　床　　　　　数

（３）　１　日　平　均　患　者　数

（２）　年　　間　　患　　者　　数

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額

　に対し不足する額 437,803 千円は、当年度分損益勘定留保資金等 437,803 千円で補塡するも

　のとする。） （単位：千円）

款　　　　　　　　　　　項 予　　　　　定　　　　　額

第１款　　資　　本　　的　　収　　入 627,140

　第１項　　負　　　　  担　　　　　金 465,370

　第２項　　企　　　　  業　　　　　債 100,000

　第３項　　寄　　　　　附　　　　　金 3,000

　第４項　　基　　金　　繰　　入　　金 56,520

　第５項　　投　　資　　償　　還　　金 2,250

（単位：千円）

款　　　　　　　　　　　項 予　　　　　定　　　　　額

第１款　　資　　本　　的　　支　　出 1,064,943

　第１項　　建　　設　  改　　良　　費 250,000

　第２項　　企　 業　 債 　償 　還 　金 696,653

　第３項　　投　　　　　　　　　　　資 56,520

　第４項　　基　　金　　積　　立　　金 61,770

（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりとする。

（単位：千円）

起債の目的 限度額

　政府資金、地方公共
団体金融機構資金につ
いては、その融通条件
により、銀行その他の
場合には、その債権者
との協定によるものと
する。
　ただし、財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮し、又は
繰上償還もしくは低利
に借換えすることがで
きる。

　 5.0 ％ 以内（た
だし、利率見直し方
式で借り入れる政府
資金及び地方公共団
体金融機構資金につ
いて、利率の見直し
を行った後において
は、当該見直し後の
利率）

起債の方法 利　　　率 償還の方法

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

医療器械整備事業 100,000 

証書借入

又は

証券発行
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（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、1,000,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

（１）医業費用

（２）健診費用

（３）医業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

  それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（単位：千円）

項         　　　　　　　目 予　　　　　定　　　　　額

（１）職　　 員 　　給　　　与　　　費 4,253,401

（２）交　　　　　　際　　　　　　　費 3,000

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりとする。 （単位：千円）

項           　　　　　　　目 予　　　　　定　　　　　額

（１）病院群輪番制病院運営費補助金 4,209

（２）経営改善のための補助金 477,400

（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は 1,384,465 千円と定める。
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令 和 ２ 年 度     伊 勢 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 令和２年度伊勢市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

項      目 予  定  量 

（１） 給 水 戸 数 ５７，５２１ 戸 

（２） 総 給 水 量 １５，７０４ 千㎥ 

（３） 一 日 平 均 給 水 量 ４３，０２５ ㎥ 

（４） 主要な建設改良事業の概要 

ア 水 源 地 施 設 更 新 事 業 

イ 送配水管・施設新設及び更新事業 

ウ 老 朽 管 更 新 事 業 

エ 加圧施設新設・更新事業 

（単位 千円） 

１１３，０４１ 

    １，０４１，１４５ 

      ２４８，０７７ 

     ２１２，５００             

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。        （単位 千円） 

収            入 

款      項 予  定  額 

第 １ 款  水 道 事 業 収 益 ２，８２９，９４８ 

   第 １ 項  営 業 収 益 ２，５３３，０２４ 

   第 ２ 項  営 業 外 収 益 ２９６，９２４ 

（単位 千円） 

支            出 

款      項 予  定  額 

第 １ 款  水 道 事 業 費 用 ２，５０９，１６６ 

   第 １ 項  営 業 費 用 ２，３８５，７０７ 

   第 ２ 項  営 業 外 費 用 １１３，４５９ 

   第 ３ 項  予 備 費 １０，０００ 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額１，２４７，１４７千円は、過年度分損益勘定留保資金等で補塡するものとする。）        

（単位 千円） 

収            入 

款      項 予  定  額 

 第 １ 款  資 本 的 収 入 ７７０，７６７ 

   第 １ 項  企 業 債 ５１３，０００ 

   第 ２ 項  負 担 金 １５８，７６７ 

   第 ３ 項  出 資 金 ３０，０００ 

   第 ４ 項    補     助         金 ６９，０００ 
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（単位 千円） 

支            出 

款      項 予  定  額 

 第 １ 款  資 本 的 支 出 ２，０１７，９１４ 

   第 １ 項  建 設 改 良 費     １，６５１，９８７ 

   第 ２ 項  償 還 金 ３６５，９２７ 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事    項 期   間 限度額（単位 千円） 

五十鈴川送水管布設工事 
自 令和３年度 

至 令和３年度 
１００，０００ 

水道料金等徴収業務委託 

（令和２年度債務負担行為） 

自 令和３年度 

至 令和７年度 
４７０，７０６ 

水道料金等コンビニエンスス

トア収納代行業務委託 

（令和２年度債務負担行為） 

自 令和２年度 

至 令和７年度 
１６，５００ 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 
限 度 額 

（単位 千円） 

起債の 

方 法 
利  率 償 還 の 方 法 

上水道事業 ５１３，０００ 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0 ％ 以内 

（ただし、利率

見直し方式で

借り入れる政

府資金及び地

方公共団体金

融機構資金に

ついて、利率の

見直しを行っ

た後において

は、当該見直し

後の利率） 

政府資金及び地方

公共団体金融機構

資金については、そ

の融通条件により、

銀行その他の場合

には、その債権者と

の協定によるもの

とする。 

ただし、財政の都

合により据置期間

及び償還期限を短

縮し、又は繰上償還

若しくは低利に借

換えすることがで

きる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用 

（２） 営業外費用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（単位 千円） 

項      目 予    定    額 

（１） 職 員 給 与 費 ３１３，８６２ 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 水道料金軽減措置等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

２５，６７５千円である。 

 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、４０，０００千円と定める。 
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令 和 ２ 年 度     伊 勢 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 令和２年度伊勢市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

項      目 予  定  量 

（１） 排 水 戸 数 ２５，３０６ 戸 

（２） 総 排 水 量 ６，８３５ 千㎥ 

（３） 一 日 平 均 排 水 量 １８，７２６ ㎥ 

（４） 主要な建設改良事業の概要 

ア 汚水管渠敷設事業 

イ 汚水管渠更新事業 

ウ 処理場更新事業 

エ 雨水管渠敷設事業 

オ 雨水管渠更新事業 

カ ポンプ場築造事業 

キ ポンプ場更新事業 

（単位 千円） 

２，５６２，９９８ 

   ８２，０００ 

       ２８，４００ 

       １５，０００ 

      １０３，９１０ 

        ５，０００ 

      １８５，３３７ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。        （単位 千円） 

収            入 

款      項 予  定  額 

第 １ 款  下 水 道 事 業 収 益 ３，７９９，２８７ 

   第 １ 項  営 業 収 益 １，４８３，２４０ 

   第 ２ 項  営 業 外 収 益 ２，３１６，０４７ 

（単位 千円） 

支            出 

款      項 予  定  額 

第 １ 款  下 水 道 事 業 費 用 ３，５８８，９７４ 

   第 １ 項  営 業 費 用 ３，０６９，４５５ 

   第 ２ 項  営 業 外 費 用 ５０９，５１９ 

第 ３ 項  予 備 費        １０，０００ 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額１，６１７，７３１千円は、過年度分損益勘定留保資金等で補塡するものとす

る。）                                 （単位 千円） 

収            入 

款      項 予  定  額 

 第 １ 款  資 本 的 収 入 ３，１９９，４９１ 

   第 １ 項  企 業 債 １，８９４，２００ 

   第 ２ 項  負 担 金 ３７６，１４１ 

   第 ３ 項  国 庫 補 助 金       ９２９，１５０ 
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（単位 千円） 

支            出 

款      項 予  定  額 

 第 １ 款  資 本 的 支 出 ４，８１７，２２２ 

   第 １ 項  建 設 改 良 費     ３，２２１，８７０ 

   第 ２ 項  企 業 債 償 還 金     １，５９３，８０２ 

   第 ３ 項  受 益 者 負 担 金 返 還 金 ５５０ 

   第 ４ 項  諸 支 出 金 １，０００ 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事    項 期   間 限度額（単位 千円） 

令和２年度水洗便所等改造資金融

資あっせんに伴う利子補給金 

自 令和３年度 

至 令和７年度 
１９２ 

令和２年度水洗便所等改造資金助

成金 

自 令和２年度 

至 令和３年度 
１，１００ 

令和２年度浄化槽雨水貯留施設転

用補助金 

自 令和２年度 

至 令和３年度 
１５０ 

下水道使用料等徴収業務委託 

（令和２年度債務負担行為） 

自 令和３年度 

至 令和７年度 
１６３，６８１ 

下水道使用料コンビニエンススト

ア収納代行業務委託 

（令和２年度債務負担行為） 

自 令和２年度 

至 令和７年度 
８，５８０ 

下水道使用料納入通知書等作成業

務委託 

自 令和３年度 

至 令和５年度 
１０，５６０ 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 
限 度 額 

（単位 千円） 

起債の 

方 法 
利  率 償 還 の 方 法 

流域関連公共 

下水道事業 
１，６４９，８００ 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0 ％ 以内 

（ただし、利率

見直し方式で

借り入れる政

府資金及び地

方公共団体金

融機構資金に

ついて、利率の

見直しを行っ

た後において

は、当該見直し

後の利率） 

政府資金及び地方

公共団体金融機構資

金については、その融

通条件により、銀行そ

の他の場合には、その

債権者との協定によ

るものとする。 

ただし、財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは

低利に借換えするこ

とができる。 

宇治・中村特環

公共下水道事業 
７，５００ 

流域下水道事業 ２３６，９００ 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用 

（２） 営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（単位 千円） 

項      目 予    定    額 

（１） 職 員 給 与 費 ３３２，１３０ 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道使用料軽減措置等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

１５６，２３３千円である。 

 

 

101



伊勢市告示第 41 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 47 第１項の委託を受け

た者が地域包括支援センターを設置したので、同法第 115 条の 46 第 11 項

において準用する同法第 69 条の 14 第１項の規定により、次のとおり告示

します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 地域包括支援センターの名称

伊勢市東地域包括支援センター

２ 地域包括支援センターの設置者の名称

社会福祉法人 伊勢市社会福祉協議会

３ 地域包括支援センターの所在地

伊勢市二見町茶屋 456 番地２

４ 設置の年月日

令和２年４月１日
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伊勢市告示第 42 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 47 第１項の委託を受け

た者が地域包括支援センターを設置したので、同法第 115 条の 46 第 11 項

において準用する同法第 69 条の 14 第１項の規定により、次のとおり告示

します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 地域包括支援センターの名称

伊勢市五十鈴地域包括支援センター

２ 地域包括支援センターの設置者の名称

医療法人社団 愛敬会

３ 地域包括支援センターの所在地

伊勢市楠部町字若ノ山 2605 番地 13

４ 設置の年月日

令和２年４月１日
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伊勢市告示第 43 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 47 第１項の委託を受け

た者が地域包括支援センターを設置したので、同法第 115 条の 46 第 11 項

において準用する同法第 69 条の 14 第１項の規定により、次のとおり告示

します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 地域包括支援センターの名称

伊勢市北地域包括支援センター

２ 地域包括支援センターの設置者の名称

社会福祉法人 邦栄会

３ 地域包括支援センターの所在地

伊勢市馬瀬町 1094 番地９

４ 設置の年月日

令和２年４月１日
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伊勢市告示第 44 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 47 第１項の委託を受け

た者が地域包括支援センターを設置したので、同法第 115 条の 46 第 11 項

において準用する同法第 69 条の 14 第１項の規定により、次のとおり告示

します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 地域包括支援センターの名称

伊勢市中部地域包括支援センター

２ 地域包括支援センターの設置者の名称

社会福祉法人 伊勢市社会福祉協議会

３ 地域包括支援センターの所在地

伊勢市八日市場町 13 番地１

４ 設置の年月日

令和２年４月１日
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伊勢市告示第 45 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 47 第１項の委託を受け

た者が地域包括支援センターを設置したので、同法第 115 条の 46 第 11 項

において準用する同法第 69 条の 14 第１項の規定により、次のとおり告示

します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 地域包括支援センターの名称

伊勢市南地域包括支援センター

２ 地域包括支援センターの設置者の名称

社会福祉法人 伊勢医心会

３ 地域包括支援センターの所在地

伊勢市二俣町 577 番地９

４ 設置の年月日

令和２年４月１日
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伊勢市告示第 46 号

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 47 第１項の委託を受け

た者が地域包括支援センターを設置したので、同法第 115 条の 46 第 11 項

において準用する同法第 69 条の 14 第１項の規定により、次のとおり告示

します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 地域包括支援センターの名称

伊勢市西地域包括支援センター

２ 地域包括支援センターの設置者の名称

社会福祉法人 伊勢市社会福祉協議会

３ 地域包括支援センターの所在地

伊勢市小俣町元町 536 番地

４ 設置の年月日

令和２年４月１日
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伊勢市告示第 47 号

指定地域密着型サービス事業者から介護保険法（平成９年法律第 123 号）

第 78 条の５第２項の規定により、指定地域密着型通所介護事業の廃止の

届出があったので、同法第 78 条の 11 第２号及び介護保険法施行規則（平

成 11 年厚生省令第 36 号）第 131 条の 14 の規定により、次のとおり告示

します。

令和２月４月９日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 事業者の名称

みえ医療福祉生活協同組合

２ 廃止する事業所の名称及び所在地

名 称 在宅総合センター宮川さくら苑夜間対応型訪問介護

ほっとステーション

所在地 伊勢市中島２丁目 24 番 24 号

３ 廃止の届出の受理をした年月日

令和２年３月 31 日（事業所廃止年月日：令和２年４月 30 日）

４ サービスの種類

夜間対応型訪問介護
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伊勢市告示第 48 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

王中島区から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定によ

り告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 世 古 口 博 昭

伊勢市御薗町王中島 325 番地

変更後 尾 﨑 誠

伊勢市御薗町王中島 622 番地３
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伊勢市告示第 49 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

上地町中久保・湯田野組から次のとおり変更の届出があったので、同条第

10 項の規定により告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 中 西 郁 生

伊勢市上地町 2971 番地

変更後 中 山 一 也

伊勢市上地町 3363 番地２
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伊勢市告示第 50 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

西区自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定に

より告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 松 原 孝 次

伊勢市二見町西 654 番地１

変更後 北 村 幸 久

伊勢市二見町西 1421 番地
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伊勢市告示第 51 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

土路区町会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定に

より告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 角 屋 弘 光

伊勢市東豊浜町 3615 番地

変更後 中 世 古 大 助

伊勢市東豊浜町 1143 番地
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伊勢市告示第 52 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

粟野区自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定

により告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 中 西 正 治

伊勢市粟野町 1027 番地

変更後 石 井 一 裕

伊勢市粟野町 1125 番地

113



伊勢市告示第 53 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

樫原町会自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規

定により告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 右 京 俊 光

伊勢市樫原町 1580 番地

変更後 南 真 澄

伊勢市樫原町 133 番地１
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伊勢市告示第 54 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

東豊浜町西条自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10

項の規定により告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 中 村 悟

伊勢市東豊浜町 1378 番地

変更後 古 野 茂 樹

伊勢市東豊浜町 4527 番地
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伊勢市告示第 55 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

下野町自治区から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定

により告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 古 川 善 正

伊勢市下野町 657 番地

変更後 鈴 木 信 宏

伊勢市下野町 692 番地
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伊勢市告示第 56 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

村松町会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定によ

り告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 竹 内 肇

伊勢市村松町 3751 番地２

変更後 中 村 元 彦

伊勢市村松町１番地 27
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伊勢市告示第 57 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

磯町自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定に

より告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 奥 山 陽 一

伊勢市磯町 597 番地

変更後 楠 博 樹

伊勢市磯町 1070 番地
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伊勢市告示第 58 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

小木町から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定により

告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 大 西 光 夫

伊勢市小木町 403 番地２

変更後 中 川 直 人

伊勢市小木町 292 番地
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伊勢市告示第 59 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

上区自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定に

より告示します。

令和２年４月 10 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 中 西 司

伊勢市西豊浜町 1548 番地

変更後 松 島 秀 雄

伊勢市西豊浜町 110 番地９
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伊勢市告示第 60 号

令和２年度一般廃棄物処理実施計画を策定しましたので、伊勢市廃棄物

の減量及び適正処理に関する条例（平成 17 年伊勢市条例第 129 号）第６

条第１項の規定により、次のとおり告示します。

令和２年４月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

「次」は省略し、その関係書類を伊勢市環境生活部清掃課に備え置いて

縦覧に供します。
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伊勢市告示第 61 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

サンパークタウン自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第

10 項の規定により告示します。

令和２年４月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 岡 山 安 生

伊勢市上野町 355 番地 18

変更後 小 倉 敦 司

伊勢市上野町 355 番地 43
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伊勢市告示第 62 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

上條区自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定

により告示します。

令和２年４月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 藤 下 敬 次

伊勢市御薗町上條 1642 番地４

変更後 加 藤 尚

伊勢市御薗町上條 1171 番地 31
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伊勢市告示第 63 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

上長屋区から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定によ

り告示します。

令和２年４月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 佐 波 良 紀

伊勢市御薗町長屋 2951 番地

変更後 中 東 昇

伊勢市御薗町長屋 188 番地
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伊勢市告示第 64 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

高向区から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定により

告示します。

令和２年４月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

伊勢市御薗町高向 2384 番地

変更後 森 北 利 幸

伊勢市御薗町高向 2621 番地
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伊勢市告示第 65 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

下長屋区から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定によ

り告示します。

令和２年４月 15 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

代表者の氏名及び住所

変更前 西 村 勝

伊勢市御薗町長屋 1267 番地１

変更後 三 好 良 夫

伊勢市御薗町長屋 1568 番地１
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伊勢市農業委員会告示第４号

伊勢市農業委員会第 172 回総会を次のとおり招集します。

令和２年４月 13日

伊勢市農業委員会

会長 早川 繁一

１ 招集の日時 令和２年４月 15日（水）午後２時

２ 招集の場所 伊勢市役所 御薗総合支所 ２－４会議室

３ 付議すべき事項

議案第１号 農地法第３条の規定による許可申請について

議案第２号 農地法第４条の規定による許可申請について

議案第３号 農地法第５条の規定による許可申請について

議案第４号 伊勢市農用地利用集積計画について(農林水産課提案)
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伊勢市上下水道事業告示第８号

次の工事店は、指定の有効期間満了に際し、伊勢市下水道排水設備指定

工事店規程（平成 17 年伊勢市上下水道事業管理規程第２号）第８条第１項

の規定による指定の更新がなされなかったので、同規程第 13 条第１項の規

定により告示します。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

指定

番号
工事店名 所在地

有 効 期 間

満了年月日

106
南和建設 株式

会社

度会郡南伊勢町五ヶ所浦

1069 番地
令和２年３月 31 日

200 辻田管工 伊勢市東豊浜町 1176 番地 令和２年３月 31 日

240 宮田管工設備 松阪市久保町 1849 番地 71 令和２年３月 31 日

397
トレジャーホー

ム 株式会社
亀山市南野町 1 番 17 号 令和２年３月 31 日

398 尾上管工業 松阪市射和町 504 番地１ 令和２年３月 31 日
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伊勢市上下水道事業告示第９号

伊勢市下水道排水設備指定工事店規程（平成 17 年伊勢市上下水道事業管

理規程第２号）第３条第１項の規定により、伊勢市下水道排水設備指定工

事店を次のとおり指定しましたので、同規程第 13 条第１項の規定により告

示します。

令和２年４月８日

伊勢市長 鈴 木 健 一

指定

番号
工事店名 所 在 地 指定年月日

420 マルイチ設備
度会郡玉城町岡出88

番地
令和２年４月６日
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伊勢市公告第 22 号

伊勢市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例（平成 17 年伊勢市

条例第 164 号）第４条の規定により、入居者の募集を次のとおり行います。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 申込期間

令和２年４月１日（水曜日）から令和３年３月 31 日（水曜日）まで（土

曜日、日曜日、祝日及び 12 月 29 日から 12 月 31 日までを除く。）

午前８時 30 分から午後５時まで（月曜日は、午前８時 30 分から午後７

時まで）

月末時点で申込者数が募集戸数に達した場合又は選考の結果、入居者数

が募集戸数に達した場合は申込受付を終了します。

２ 申込場所

ＦＥ住宅管理共同企業体(伊勢市営住宅等管理事務所)

伊勢市吹上２丁目８番 23 号

３ 募集住宅及び戸数

※１ ＲＣ：鉄筋コンクリート造

団地名 所在地
構造

※１
階数 部屋数 戸数

単身

入居
家賃

旭団地 旭町 49 番地１
ＲＣ

３階建

１階 ３ＤＫ １ × 63,000 円

２階 ３ＤＫ ２ × 63,000 円

３階 ３ＤＫ ２ × 63,000 円
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４ 申込資格

(1) 自らが居住するため住宅を必要とする者

(2) 現在同居している、又は同居しようとする親族（内縁関係者及び婚約

者を含む。）がいること。

※ 親族・・・・・６親等内の血族、配偶者及び３親等内の姻族

※ 内縁関係者・・住民票に『未届の夫』又は『未届の妻』の記載があ

る者

※ 婚約者・・・・契約日までに、入籍ができる者

(3) 入居する全員が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に該当する者）でないこ

と。

(4) 市区町村税を完納していること。

(5) 収入基準（月額）が 158,000 円以上 487,000 円以下であること。

※ 収入基準（月額）・・・入居者全員の所得金額からで定められた額

を控除した後、12 箇月で除した額

５ 申込方法

ＦＥ住宅管理共同企業体で配布される市営住宅入居申込用紙に必要事項

を記入し、世帯全員の住民票、所得証明書及び市区町村税の完納証明書等

の必要書類を添付の上、持参してください。

６ 入居者の選考方法

当該月の申込受付が終了した時点で、申込者数が募集戸数を上回った場

合は、抽選により入居者を決定します。

また、抽選会場及び日時については、その都度連絡します。

７ 入居時期

入居決定を受けた日の翌月 1 日から１月間
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８ 問い合わせ先

ＦＥ住宅管理共同企業体（伊勢市営住宅等管理事務所）

電話 0596-63-8379

伊勢市都市整備部住宅政策課

電話 0596-21-5596
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伊勢市公告第 23 号

伊勢市地域公共交通網形成計画を策定しましたので、次のとおり公表し

ます。

令和２年４月１日

伊勢市長 鈴 木 健 一

「次」は省略し、その関係書類を伊勢市都市整備部交通政策課に備え置

いて縦覧に供します。
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伊勢市公告第 24 号

公 示 送 達

下記の者の平成 31 年度介護保険料納入通知書は、住所、居所等が不明の

ため送達することができないので、介護保険法（平成９年法律第 123 号）

第 143 条において準用する地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 20 条の

２の規定により、公示送達をします。

なお、当該書類は、健康福祉部介護保険課に保管してありますから、来

庁の上、受領してください。

令和２年４月 13 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

記

氏 名 住 所 被保険者番号

省略 省略 省略
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